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経営と経済
13) なお，現代企業をめぐるインタレスト・クツレーフ。については前掲拙著，第4章お
よぴ拙著「現代企業の経営政策J，昭和54年，第2辛を参照。
第 5節 合同事業としての現代企業
現代の企業はオープン・システムとして環境，とりわけ社会的環境と密接
にかかわりあっているとともに，かかる社会的環境はさまざまなインタレス
ト・グループより形成される多元主義社会である。多元主義社会では，多様
なグループが企業に対して種々のインプットないし貢献を行うとともに，か
れらは企業に対し種々のアウト・プットないし報酬を期待するo かくして，
現代の多元主義社会にあっては企業は，デイヴィスらが指摘するように諸グ
Jレープの合同事業として存在するのである o
すなわち，株主は持分資本を企業にインプットし，配当と株価の増大，投
資の安全，および株式所有への誇りをアウトプットとして求めるo 従業員は
その労働と時間を企業にインプットし，高い経済的報酬，仕事の満足，企業
への帰属の誇り，安全，独立性，等のアウトプットを求める D 経営者，消
費者，地域社会，債権者，取引先，政府，競争企業，等もそれぞれのインプ
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ットを行い，照応するアウトプットを求めるo 企業は諸ク勺レープのいわば共
同出資の場であって，諸グノレーフ。に対しそのインプットを出来るだけ上回る
ようなアウトプットを提供せねばならず，かれらの投資に対して十分な報酬
を提供せねばならない。
もっともこのことは，諸グループのすべてに対するアウトプットの提供が
企業の目的を形成することを意味しない。株主，従業員および経営者へのア
ウトプットの提供，とりわけかれらへの経済的報酬の提供が企業の主要目標
であり，他のアウトプットの提供の大部分は企業の目標というよりはその行
動への制約である1)。それにもかかわらず，企業はインタレスト・グループ
からのインプットのすべてに対し十分に留意しかれらのすべてに適切なアウ
トプットを提供することを不可欠とするのであって，それは諸ク勺レープの合
同事業として意識的に行動せねばならないのである o
かくの如くオープン・システムとしての企業は，現代の多元主義社会にあ
っては多様なインタレスト・グループの合同事業となっているのであり，企
業の主体としての経営者は社会の多様な期待に応えるべく合同事業の経営に
あたらねばならないo このことは，伝統的な営利原則を越える，より高次の
経営原則の探究という困難な仕事を経営者に課すことになるが，現代の経営
者はかかる困難からもはや逃がれえないのであるそ
注
1) 企業目的については，日田署「経営目的論J，昭和53年;森本三男「経営学の原
理J.河野呈弘「経営学原論J.昭和52年;前掲拙著「現代企業の社会的責任」を
参照。
2) かかる経営原則を扱ったものとしては，例えば，細井卓「配当政策J(増補版)，
昭和36年;高田馨「経営成果の原理J，昭和44年;前掲拙著「現代企業の経営政
策」。
